









が，英国の単一振興予算（Single Regeneration Budget: SRB）と呼ばれるもの
である。SRB は，メージャー保守党政権下で 1994 年 4 月に施行され，第 6 ラ
ウンドまで続けられたものである。また，その後ブレア労働党政権において，







































具体的には，1945 年制定の産業配置法や 1947 年制定の都市・農村計画法では，
都市および地方計画を通じて，産業立地を調整した（3）。また，1965 年 9 月に





































市開発公社（Urban Development Corporation）である。1980 年地方自治・計














ウェールズで 1，北アイルランドで 1 の計 14 の公社が設立された。都市開発

































争入札の方式が採用された。1 地域当たり年間 750 万ポンドで，5 年間継続し
て交付するしくみであった。1992 年の第 1 ラウンドでは 11 地域が交付され，
93 年の第 2 ラウンドでは 20 地域が交付された（総額 11 億 6000 万ポンド）。94
年に次に述べる単一振興予算（SRB）が創設されると，それに吸収されること
になった。ちなみに，シティチャレンジの事業採択率は 2 分の 1 であった。また，























環境省の管理下に置いたものである（図表 1 参照）。1994 年 4 月に施行され，
1999 年 4 月に地域開発公社（Regional Development Agency: RDA）が設置され
て以降は，管理運営は RDA が担うようになった（ただし，補助金配分に関す
る最終的承認権限は環境省が持ち続けた）。SRB は 20 の個別の補助金（10）を一
本化したものであるが，すでに運用中の補助金が中断されたり変容したわけで
はない。それらの個別の補助金は，SRB という枠組みの中で運用され続けた。













































































































































�� 5,703.4 100 20,300.8 100 26,004.4 100
���������������������������������������
���Rhodes 2003 p.1403
図表 2　全 6 回のラウンドの支出







ではない。国が負担したのは，SRB 全体の 22％であった。残り 78％は地方自
治体やボランティア団体，民間部門，EU の財源などから賄わなければならな
かった。つまり，SRB 全体では約 57 億ポンド（12）が費やされたが，それとは別
に 260 億ポンドが SRB 以外の財源（申請する機関の責任で）が地域振興事業
に費やされたということである。
　SRB の一件当たりの金額の規模はどれぐらいであったのか。最終報告書に
拠れば，SRB 全体の 42％が 101 万～ 500 万ポンドの規模であり，50 万ポンド
以下の規模も 18％あった。一方，2000 万ポンド以上の大規模なものは全体の
約 5％に留まった。上記のようにシティチャレンジの場合，1 地域当たり年間
























































































































































評議会（Training and Enterprise Council: TEC）がパートナーシップを主導する
役割を果たすことが多く見られたと指摘している。「TECs は勝利したパート
ナーシップの 76％に関わっていた」。また，TEC の影響力には地域差があった
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1.119.224.42CET
����TEC�� 9.8 5.5 15.3
������������ 4.3 4.9 3.1
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���Tilson 1997 p.5
図表 4　主導した機関別での入札と交付の分析

















革・住宅・都市開発法（Leasehold Reform, Housing and Urban Development Act 
1993）に基づき，1993 年 11 月に発足し，94 年 4 月から事業を開始した。通常，
イングリッシュ・パートナーシップと呼ばれるが，法令上の名称（正式名称）
は「都市再生庁（Urban Regeneration Agency）」である。それまであった，シ


























域開発公社（Regional Development Agency: RDA）を 1999 年に設け，この時
点でイングリッシュ・パートナーシップの地方支部は RDA に統合された。そ































































　（ 3 ）　 特に，1945 年の産業配置法では，商務省が工場を新設する企業に対して，不況
地域に立地する場合には資金を融資する一方で，不況地域以外での工場新設を









　（ 5 ）　 自治体国際化協会の説明に拠れば，1981 年には，経済開発に焦点を当てること
が国から求められ，地元の商工会議所の意見を聞くことが義務付けられた。ま
た，80 年代を通じて対象自治体が徐々に絞り込まれ，1987 年までにイングラ






　（ 6 ）　 都市開発補助金（Urban Development Grant）は，1982 年に創設されたしくみ
で，大規模開発の際に，民間の事業者が採算のとれない差額を補助する（Gap 
Funding）ものである。米国の都市開発活動補助金（Urban Development Action 
Grant: UDAG）がモデルになっている。




　（ 8 ）　 都市開発公社の中でも旗艦的存在がロンドン・ドックランド開発公社（London 






98 年に解散するまでに，18 億 6 千万ポンドの公共投資を行い，再開発のための
用地を売却し，また荒廃地の再利用も進んだ。その結果，2500 平方フィートの











⑨工業開発証明書（Industrial Development Certificate: IDC）の付与。
　（10）　 SRB の財源がどのように提供されているのかという点に関連して，自治体国際




理している。それに拠ると，1994 年度の SRB 総額 14 億 4710 万ポンドのうち，
住宅振興財団（Housing Action Trust）から 8820 万ポンド，都市開発公社から 2
億 9100 万ポンド，イングリッシュ・パートナーシップから 1 億 8080 万ポンド
をそれぞれ提供し，残りの 8 億 8710 万ポンドがその他の SRB（他の地域振興
関係の予算）であることを示している（自治体国際化協会　2004　p.16）。




　（12）　 ちなみに第 6 ラウンドまでの承認された事業の合計は 1027 件で，採択率（申













とは 1000 ～ 4000 世帯の規模であった（自治体国際化協会　2004　p.37）。
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